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はじめに 

１．計画策定の趣旨                     

 

鹿島市では、平成２４年度に「鹿島市住生活基本計画※２０１２」を策定しました。この計画

は、市民の住生活※の安定の確保と向上の促進に関する基本的な計画であり、住生活基本法※に

基づく住生活基本計画（全国計画）※に関連した市町村計画として位置付けています。 

本市では、「安全・安心で豊かな住生活を支える生活環境の構築」など３つの目標を掲げたこ

の計画に基づき、住宅リフォームの推進や住宅セーフティネット※、定住促進の基盤となる中村

住宅の整備などに取り組み、一定の成果を上げてきました。 

しかしながら、今後、人口減少や少子高齢化はさらに加速し、地域の活力が低下していくこと

が懸念されており、住生活を取り巻く環境は一層厳しくなっています。 

こうした社会経済情勢や、住生活を取り巻く環境の変化に的確に対応するためには、本市の貴

重な財産である地域の人々の絆の強さなどを大切にし、市民誰もが“かしま”に愛着を持ち、誇り

をもって次の世代に繋げていくことが重要です。 

このような考えのもと、将来の姿を見据え、誰もが安心して心豊かに暮らせるように、市政の

基本的な指針である「鹿島市総合計画※」や「住生活基本計画（全国計画）」、「佐賀県住生活基本

計画※」を踏まえて、あらたな５か年の「鹿島市住生活基本計画２０２１」を策定しました。 

本計画は、今後推進すべき施策の方向やあり方を示すもので、市民、事業者、県、市等がそれ

ぞれ果たすべき役割に応じて、相互に連携しながら積極的にその推進のために参画し、協働する

ことを期待しています。 
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鹿島市

 
２．計画の位置づけ                     
 

鹿島市住生活基本計画は、住生活基本計画（全国計画）第 4（４）に基づき、市民の住生活の

安定の確保及び向上の促進に関する基本的な計画である「市町村計画」として位置づけるもので

あり、市政運営の基本となる「鹿島市総合計画」の基本理念の実現に向けた市の住宅政策の基本

計画となるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．計画期間                        

 

 本計画は令和３年度（２０２１年度）を初年度とし、目標年度を上位計画となる第 7 次鹿島市

総合計画と同じ令和 7 年度（２０２５年度）とする５年間を計画期間とします。  

 

計 画 期 間 
令和 3 年度（2021 年度）～ 令和 7 年度（2025 年度） 

鹿島市総合計画 

鹿島市住生活 

基本計画 

国 

住生活基本法

(国土交通省） 

高齢者住まい法 

(国交省・厚労省共管) 

住生活基本 

計画 

（全国計画） 

高齢者の居住

の安定の確保

に関する基本

的な方針 

     

佐賀県 

佐賀県総合計画※ 

佐賀県住生活 

基本計画 

公営住宅等 

長寿命化計画 

佐賀県社会資本整備計画 

（地域住宅計画） 

住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策の展開 

     

方 針 

 

連 携 
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４．計画の見直し概要                    

 

（１）計画の全体像について 

  １）基本的な方針の設定 

    住宅施策の方向性を市民に分かりやすく示すため、２つの基本的な方針により、住生活

をめぐる課題に対応するため施策を総合的に展開しています。 

２）国の制度改正等への的確な対応 

    高齢者住まい法※・省エネ法※・耐震改修促進法※が改正され、また、まち・ひと・しご

と創生法※や空き家特別措置法※が制定されました。このように、住生活に関連する法制

度も大きく変化しているため、これらに的確に対応した施策等への見直しを行っていま

す。 

３）実効性の確保 

施策の検討にあたっては、パブリックコメント※などを活用し、市民の意見を広く反映

させ、住生活の喫緊の課題に対応した実効性のある施策としています。 

 

（２）目標と基本的な施策等について 

１）３つの目標設定 

    基本理念を定め、大きくの３つの視点からそれぞれ目標を掲げています。 

２）基本的な施策と成果指標※ 

    ３つの目標を達成するための基本的な施策を全部で５項目を設定しています。また、よ

り実効性の高いものとしていくための具体的取り組みを定めた「施策の展開」を掲げてい

ます。特に取り組みの強化・推進する必要のある住宅施策を「重点事項」として位置づけ

ています。 

成果指標については、施策の成果を推し測る項目に集約し、さらに、取り組み状況を注

視する項目を新たに設けています。 

 

（３）公営住宅の供給計画について 

１）公営住宅の今後の役割 

    多様な住宅確保要配慮者※への住まいの提供、地域での交流や支え合いの場の提供等に

ついて、公営住宅における「県」と「市」の今後の主な役割を明確にしています。 
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目標２ 

基本的な施策[1] 基本的な施策[5] 

施策の展開 施策の展開 施策の展開 

基本的な施策[2] 

目標１ 

成果指標・注視項目 

 

２）公営住宅の今後のあり方 

    公営住宅の提供等におけるこれまでの経緯、役割を踏まえて、今後の供給計画、計画的

な維持保全・有効活用、福祉施策と連携した新たな活用、民間賃貸住宅の活用等について、

公営住宅の今後のあり方を明確にしています。 

 

５．鹿島市住生活基本計画の構成              

 

はじめに                                      （P １） 

 

 

【第１章】住生活をめぐる現状と今後 5 年の課題                    （P ５） 

 

 

【第２章】住まい・まちづくりの基本的な方針と 

基本理念・目標                              （P１６） 

 

 

 

【第３章】目標を達成するための施策と成果指標                    （P２０） 

 

 

  

 

 

 

 

【第４章】計画の推進にあたって                           （P２７） 

 

 

 

【第５章】公営住宅の供給計画                            （P２９） 

 

 

 

 

 

 

計 画 策 定 の 趣 旨 計 画 の 位 置 づ け 計 画 期 間 計画の見直し概要 

暮らしに関する現状と課題 住まいに関する現状と課題 

公営住宅をめぐる現状 公営住宅の今後の役割 

公営住宅の今後のあり方 

各主体のネットワークの構築 それぞれの役割 

関係部局間の横断的連携と協働 計画のフォローアップ※の実施 

成果指標・注視項目 

公営住宅の供給の目標量 

基本的な方針 

基本理念・目標 

既存公営住宅の再生計画 

目標３ 

基本的な施策[3] 

施策の展開 施策の展開 

基本的な施策[4] 

成果指標・注視項目 
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第１章 住生活をめぐる現状と今後 5 年の課題 

１．暮らしに関する現状と課題               

 

（１）人口の減少 

本市の人口は、昭和５５年の約３５千人を境に減少傾向にあり、一方で世帯数は増加傾向に

あります。これは核家族化等による世帯分離の増加、若年層の市外への流出が要因であると考

えられます。 

 

◆人口・世帯数・平均世帯人員の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査※ 

（２）少子・高齢化の進展 

年齢別人口では、平成１２年以降、０歳から１４歳までの年少人口率よりも６５歳以上の老

年人口率が高くなっており、一層の少子・高齢化の進展が予測されます。 

 

◆年齢別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

34,336 34,083 33,215 32,117 
30,720 29,684 

9,288 9,670 9,818 10,030 10,055 10,124 

3.7

3.5
3.4

3.2
3.1

2.9

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

H2年 H7年 H12年 H17年 H22年 H27年

人口（人） 世帯数（世帯） 平均世帯人員（人）

21.1% 19.4% 17.4% 16.0% 14.9% 14.1%

62.9% 61.7% 60.9% 59.7% 59.4% 56.6%

16.0% 18.9% 21.7%
24.2%

25.7%
29.2%

34,336 34,083 33,215 32,117 
30,720 29,684 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

H2年 H7年 H12年 H17年 H22年 H27年

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）
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（３）世帯の動向 

家族類型別にみると、夫婦と子どもの世帯（標準世帯）は減少し、一方で、単身世帯が増加

しており、今後もその傾向が続くと予測されています。 

 

◆家族類型別世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

（４）住宅確保要配慮者の状況 

障害者世帯は増加の傾向にあります。生活保護世帯及び母子・父子世帯は横ばいで推移して

います。母子世帯は父子世帯と比較して借家率が高くなっています。 

 

◆障害者手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：第５期鹿島市障害福祉計画 

  

1,736 1,763 1,759 1,766 1,800 1,857 1,847 

258 272 296 309 329 350 355 127 116 118 127 141 
146 163 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H24年度末 H25年度末 H26年度末 H27年度末 H28年度末 H29年度末 H30年度末

身体障害者手帳 療養手帳 精神障害者保健福祉手帳

14.4%

16.4%
17.8%

20.4%
22.0%

29.9%

27.6%
25.6% 25.2% 24.9%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

H7年 H12年 H17年 H22年 H27年

単身世帯 夫婦のみ 夫婦と子ども ひとり親と子ども

その他の世帯 単身世帯（割合） 夫婦と子ども（割合）
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◆生活保護世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：鹿島市福祉課 

◆母子・父子世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・母子（父子）世帯：未婚、死別又は離別の女（男）親とその未婚の 18 歳未満の子どものみから成る一般世帯 

・ひとり親世帯率：（母子世帯＋父子世帯）÷ 一般世帯総数 

資料：国勢調査 

◆母子・父子世帯の住宅状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

135 
158 166 180 178 178 

0

50

100

150

200

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

生活保護世帯数

81.3%

62.0%

4.4%

8.7%

12.5%

26.3%

0.0%

0.2%

0.6%

1.8%

1.3%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

父子世帯

母子世帯

持ち家 公営・都市再生機構・公社の借家 民営の借家 間借り 住宅以外

209 
259 244 250 

23 

35 
26 25 

2.4%

3.0%

2.7% 2.7%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

0

100

200

300

400

500

H12年 H17年 H22年 H27年

母子世帯 父子世帯 ひとり親世帯率
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（５）所得階層の動向 

収入階級別にみると、1,000 万円以上の階級が減少傾向にあります。 

 

◆収入階級別構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査※ 

（６）住宅確保要配慮者に対する入居敬遠 

 

 高齢者や障害者、子育て世帯、外国人等（以上を住宅確保要配慮者という）が賃貸住宅へ入居

する際に、大家（貸主）の一定割合は拒否感があり、入居を拒まれている実態があります。 

入居を拒む理由は、家賃の支払いに対する不安が 57.3％と最も高くなっています。 

 

◆住宅確保要配慮者の入居に対する大家の意識（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：新たなセーフティネットの構築に向けた論点整理 参考資料（平成 28 年６月国交省） 

39.8%

40.4%

42.0%

27.0%

28.9%

27.7%

15.5%

15.0%

14.7%

14.4%

10.7%

9.9%

3.2%

4.8%

5.7%

0.1%

0.2%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H30

H25

H20

0～300万 300～500万 500～700万 700～1000万 1000万～ 不詳

27%

25%

81%

21%

13%

7%

11%

18%

44%

25%

6%

44%

11%

36%

2%

13%

5%

7%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢者に対して

障害者に対して

子育て世帯に対して

外国人に対して

従前と変わらない 従前は拒否感があったが現在はない

拒否感はあるものの従前より弱くなっている 従前と変わらず拒否感が強い

従前より拒否感が強くなっている
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◆入居制限の有無（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：新たなセーフティネットの構築に向けた論点整理 参考資料（平成 28 年６月国交省） 

 

◆入居制限する理由（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：新たなセーフティネットの構築に向けた論点整理 参考資料（平成 28 年６月国交省） 

 

※高齢者とは、国連の世界保健機関（WHO）の定義では、65 歳以上のことを指します。 

また、65 歳から 74 歳までを前期高齢者、75 歳以上を後期高齢者と呼びます。 

参考：厚生労働省の用語より 

 

 

 

 

 

16.3%

12.8%

11.9%

8.9%

8.7%

7.2%

3.4%

2.1%

5.5%

0% 5% 10% 15% 20%

外国人は不可

生活保護受給者は不可

単身の高齢者（60歳以上）は不可

高齢者のみの世帯は不可

生計中心者が離職者の世帯は不可

障害者のいる世帯は不可

子育て世帯は不可

1人親世帯は不可

その他

57.3%

33.5%

25.3%

18.8%

16.7%

16.4%

4.4%

9.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

家賃の支払いに対する不安

住宅の使用方法に対する不安

入居者以外の者の出入りへの不安

居室内での死亡事故等に対する不安

他の入居者・近隣住民との協調性に対する不安

習慣・言葉が異なることへの不安

生活サイクルが異なることへの不安

その他
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（７）今後の暮らしに対する意向 

県民アンケートによると、今後の暮らしに対する意向については、現在の地域に「住み続け

たい」が約７０％となっており、年齢が高くなるにつれてその傾向が強くなっています。 

また、高齢者が安心して暮らすために今後重視すべき点として、「見守り等の生活支援サー

ビス※があり、在宅で安心して住み続けられる仕組み」の割合が高くなっています。 

 

◆今後の住まい方の意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：県民アンケート調査（20 代以上）（平成 28 年 1 月）（佐賀県） 

 

◆高齢者が安心して暮らすために今後重視すべきと考える点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：県民アンケート調査（50 代以上）（平成 28 年 1 月）（佐賀県） 

 

 

69.4 

47.2 

56.2 

72.5 

79.5 

85.2 

3.8 

6.5 

4.5 

3.4 

3.2 

2.1 

3.6 

6.9 

7.0 

2.4 

1.1 

2.1 

5.3 

7.7 

8.5 

6.3 

3.5 

2.1 

0.6 

0.8 

1.5 

0.7 

14.7 

28.9 

21.9 

13.0 

9.5 

4.1 

2.6 

2.0 

0.5 

2.4 

2.5 

4.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=1237）

20～39歳（N=246）

40～49歳（N=201）

50～59歳（N=207）

60～69歳（N=283）

70歳以上（N=291）

住み続けたい 市町内の別地区に転居したい 県内の別の市町に転居したい

県外に転居したい その他 わからない

無回答

45.2 

25.4 

24.0 

22.9 

20.8 

14.2 

2.1 

6.2 

6.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

生活支援サービスがあり、在宅で安心して住み続けられる仕組み

住まいや福祉サービスに関する情報が一括で取得できる仕組み

子世帯が地域に住み続けて同居・近居・隣居できる仕組み

高齢者対応の住宅改修などに対する費用への支援

気軽に集まってお茶を飲んだり話ができる場の確保

地域にもっと若い世帯が住める仕組み

その他

特になし

無回答
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暮らしに関する課題 

 

・高齢者や障害者、子育て世帯、低額所得者等の住宅の確保に特に配慮を要する方々（住宅確保

要配慮者）が安心して暮らせる住まいの確保が必要です。 

 

・人口減少、少子・高齢化がますます進む中、高齢者、障害者、子育て世帯等を地域で見守り、

支え合うことが必要です。 

 

・ライフステージ※に応じた多様な居住ニーズへの対応が必要です。 

 

２．住まいに関する現状と課題               

 

（１）住宅ストックの状況 

本市の昭和５５年以前に建設された住宅の割合は 36.4％となっており、佐賀県（28.0％）

と比較して、その割合は高くなっています。 

 

 

◆建築時期別の住宅割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査 

 

 

 

 

18.6%
13.0%

17.8%

15.0%

16.6%

16.1%

18.3%

19.8%

11.5%
17.3%

6.7% 8.5%
4.4% 4.4%
6.1% 5.9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H30鹿島市 H30佐賀県

不詳

Ｈ30.9以前

Ｈ27以前

Ｈ22以前

Ｈ12以前

Ｈ2以前

Ｓ55以前

Ｓ45以前

36.4％ 28.0％ 
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（２）住まいに対する市民ニーズ 

県民アンケートによると、住まいに求めるものとして、「安心してくらせる防犯性能や耐震

性能の高い住宅」が４３．１％と最も高く、次いで、「高齢者や障がい者など誰もが快適に暮

らせるバリアフリー※化された住宅」が４０．８％、「エコ住宅※」が３９．６％となっていま

す。 

一方で、住宅に対する不満率の高い項目としては、「地震時の住宅の安全性」が５４．３％

と最も高く、次いで「高齢者などへの配慮」が５３．１％、「台風時の住宅の安全性」が５０．

０％、「住宅の断熱性や気密性」が４８．４％となっており、住宅の質（性能）に対する市民

ニーズが高まっています。 
 

◆住まいに求めること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：県民アンケート調査（20 代以上）（平成 28 年 1 月）（佐賀県） 

 

◆住宅の個別要素に対する評価（不満率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住生活総合調査（佐賀県）  

43.1

40.8

39.6

26.1

24.2

12.4

6.0

2.3

0.8

24.7

0% 10% 20% 30% 40% 50%

安心して暮らせる防犯性能や耐震性能の高い住宅

高齢者や障がい者等誰もが快適に暮らせるバリアフリー化された住宅

エコ住宅（壁や屋根の断熱・太陽光、エコ給湯、緑のカーテン等）

収納の多さや使いやすさ

十分な広さや、使いやすい間取り

家族構成が変化しても対応できる増築・減築が容易な住宅

外装、内装のきれいさ

古民家活用や伝統的工法の活用など歴史性のある住宅

その他

無回答

24.6%

26.1%

26.5%

30.8%
33.4%

36.3%

39.3%
39.9%

40.0%45.3%45.4%
47.3%

47.4%
48.4%50.0%
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（３）空き家の増加 

 

本市の空き家率は平成３０年には１４．４％となっており、全国（１５．８％）、佐賀県 

（１６．８％）とともに増加傾向にあります。 

このような中、本市においては「空き家等に関する適正管理条例」に基づく空き家の除去、

改修に対する支援や、空き家バンク制度※による空き家の利活用の促進に取り組んでいます。 

 

◆空き家数・空き家率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査 

 

住まいに関する課題 

 

・市民自ら安心して住まいづくりに取り組めるよう、相談体制や情報提供の充実が必要です。 

 

・安全に安心して暮らせるよう、住宅の耐震化やバリアフリー化、省エネ化、耐久性等、住宅の

質の向上が必要です。 

 

・住宅が量的に充足し、急速に増加する空き家への対応が必要です。 

 

 

 

 

 

9.3%

11.4%

12.7%

14.4%

9.4%

11.1%

12.8%

16.8%

12.2%

13.1%
13.5%

15.8%

9%

10%

11%

12%

13%

14%

15%

16%

17%

H15年 H20年 H25年 H30年

空き家率（鹿島市） 空き家率（佐賀県） 空き家率（全国）
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３．地域と住宅関連産業に関する現状と課題               

 

（１）伝統的な町並み景観等の状況 

 

  本市は、長崎街道沿いなどの歴史・文化等を継承した町並みや豊かな自然の残る農山村の

景観等を有しており、伝統的建造物群保存地区や佐賀県遺産の指定等、鹿島市らしい景観を

活かしたまちづくりが進められています。 

 江戸時代の宿場町であり、白壁土蔵造りの町屋や蔵など多くの歴史的建造物がある肥前浜宿

地区など、住民主体のまちづくりによる景観保全の取り組みが行われている地域です。 

【肥前浜宿の町並み】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （出典：鹿島市資料）           （出典：鹿島市資料） 

 

（２）災害の切迫 

 

  近年、大規模な自然災害が頻発しており、平成 23 年３月には東日本大震災、平成 28 年 4

月には熊本地震により、甚大な被害が発生しました。また、全国各地で集中豪雨による土砂災

害者浸水などの被害も発生しています。 

 

令和２年７月豪雨災害による被害        急傾斜地崩壊防止事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （新方住宅付近の冠水）            （事業箇所の全景） 
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住生活をめぐる現状と今後 5 年の課題（まとめ）        
 

現 状 

 

課 題 

 

1. 暮らしに関する現状  

(1)人口・世帯の減少 

・人口減少が続く中、世帯数も減少へ転じる

見込み 

(2)少子・高齢化の進展 

 ・少子･高齢化は進展し、今後もこの傾向は

続く見込み 

(3)世帯の動向 

 ・単身世帯が増加し、65 歳以上の単身世帯

や夫婦のみの世帯が増加傾向 

(4)住宅確保要配慮者の状況 

 ・高齢者や障害者世帯が増加 

(5)住宅確保要配慮者に対する入居敬遠 

 ・住宅確保要配慮者に対する入居敬遠がみ

られる 

(6)親と子の住まい方 

 ・三世代同居の割合は高い 

 ・親との住まい方について、近居・隣居 

を志向する割合が高まる 

(7)今後の暮らしに対する意向 

 ・現在居住する地域に住み続けたいと考え

る世帯が多く、年齢が高くなるにつれ、そ

の傾向は顕著 

2. 住まいに関する現状  

(1)住まいストックの状況 

・建築時期の古い住宅が多く、耐震性能を有

する住宅の割合は県平均よりも低いと想

定される 

(2)住まいに対する住民ニーズ 

 ・耐震、バリアフリー、省エネルギ等、住宅 

の質に対する住民ニーズは高い 

・住宅リフォーム等に際し、気軽に相談でき

る専門家の情報が求められている 

(3)空き家の増加 

 ・全国的に空き家は増加傾向   

３．地域と住宅関連産業に関する現状  

(1)伝統的な町並み景観等の状況 

 ・町並み景観等の地域資源を保全・活用する

取り組みを行っている 

(2)災害の切迫 

 ・熊本地震など全国的に自然災害が頻発 

 

 

２．住まいに関する課題 

・市民自ら安心して住まいづくりに取り組め

るよう、相談体制や情報提供の充実が必要 

・安全に安心して暮らせるよう、住宅の耐震

化や省エネ化、耐久性等、住宅の質の向上

が必要 

・住宅が量的に充足し、世帯数が減少する中、

急速に増加する空き家への対応が必要 

・ライフステージに応じた多様な住まいが円

滑に供給される住宅市場の形成が必要 

 

 

３．地域と住宅関連産業に関する課題 

・地域で受け継がれてきた歴史的な建築物、

伝統的な町家等、貴重な景観資源を次の世

代へと引き継ぐことが必要 

・関係機関、施策と連携した自然災害等に備

えた防災、減災対策が必要 

 
 

１．暮らしに関する課題 

・高齢者や障害者、子育て世帯、定額所得者等

の住宅の確保に特に配慮を要する方々（住

宅確保要配慮者）が、安心して暮らせる住ま

いの確保が必要 

・人口減少、少子・高齢化がますます進む中、

高齢者、障害者、子育て世帯等を地域で見守

り、支え合うことが必要 

・ライフステージに応じた多様な居住ニーズ

への対応が必要 

・市民の地域での暮らしをサポートするた 

め、県や市、民間事業者、CSO※等との更な

る連携が必要 
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第２章 住まい・まちづくりの基本的な方針と基本理念・目標 

１．基本的な方針                     
市民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策について、２つの基本的な方針によ

り総合的に展開します。 

 

 

 
 

① 現行計画の評価による現状と今後 5 年の課題、鹿島市総合計画や佐賀県住生活基本 

計画、住生活基本計画（全国計画）を踏まえた計画により、施策を展開 
 

② ３つの視点から３つの目標を設定し、施策を展開 

 
 

●基本的な方針① 現行計画の評価による現状と今後５年の課題        

現行の鹿島市住生活基本計画では、「みんなが住みやすく、暮らしやすいまち」の基本理念

のもと、「目標１：安心・安全で豊かな住生活を支える生活環境の構築」、「目標２：地域に安

心して住み続けられるセーフティネット※の構築」、「目標３：定住促進のための住環境の整備」

の３つの目標を掲げ、住宅施策を展開してきました。計画の見直しにあたり、施策の取り組み

状況を評価したうえで、一定の成果がみられたものや、取り組みが遅れているものなど踏まえ

ながら、住生活をめぐる現状と今後５年の課題を整理しています（詳細は第 1 章参照）。 

 

第 7 次鹿島市総合計画 

鹿島市総合計画とは、本市の目指す都市像「みんなが住みやすく、暮らしやすいまち」を実

現するためのまちづくりの基本的な方向性を明らかにしたもので、本市のすべての活動の根拠

となる最上位の計画です。「しごと・ものづくり、ひとづくり、まちづくりの好循環を目指す」

ことや「災害に強いまちづくりを目指す」ことを施策の基本的な考え方として、人口減少や少

子高齢化などの地域課題に向き合い、本市の魅力を活かしたまちづくりに取り組んでいます。 

 

佐賀県住生活基本計画 

平成 28 年度から令和 7 年度までの 10 年間における佐賀県の住宅政策の指針となるもの

で、県民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する基本的な計画として策定されています。

県民に分かりやすく住宅政策の方向性を示すため、３つの視点から３つの目標を設定し、施策

を展開されます。 

 

基 本 的 な 方 針  
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【居住者からの視点】 

   目標１．地域に安心して住み続けられる暮らしの実現 

  【住宅ストック※からの視点】 

   目標２．次の世代まで引き継ぐことができる質の高い住宅ストックの形成 

 【産業・地域からの視点】 

  目標３．佐賀の歴史・文化を活かした魅力ある住まいと地域づくり 

 

住生活基本計画（全国計画） 

住生活基本法に規定する国民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する基本的な計画

として策定されています。３つの視点から８つの目標を設定し、施策を展開されます。 

【居住者からの視点】 

  目標１．結婚・出産を希望する若年世帯・子育て世帯が安心して暮らせる住生活の実現 

  目標２．高齢者が自立して暮らすことができる住生活の実現 

  目標３．住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保 

【住宅ストックからの視点】 

   目標４．住宅すごろく※を超える新たな住宅循環システムの構築 

 目標５．立替えやリフォームによる安全で質の高い住宅ストックへの更新 

 目標６．急増する空き家の活用・除却の推進 

【産業・地域からの視点】 

 目標７．強い経済の実現に貢献する住生活産業の成長 

   目標８．住宅地の魅力の維持・向上 

 

●基本的な方針② 目標の設定                    

計画の見直しにあたり、市民に分かりやすく住宅政策の方向性を示すため、３つの視点から

３つの目標を設定し、施策を展開します。また、鹿島市総合計画の都市像である「みんなが住

みやすく、暮らしやすいまち」の考えのもと、「居住者の視点」を最も重要なものに位置づけ、

施策を展開します。 

 

【居住者からの視点】 

  目標１．地域に安心して住み続けられる暮らしの実現 

  【住宅ストックからの視点】 

   目標２．次の世代まで引き継ぐことができる質の高い住宅ストックの形成 

【産業・地域からの視点】 

   目標３．歴史・文化を活かした魅力ある住まいと地域づくり 
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２．基本理念・目標                    

住生活基本法の趣旨に沿って、本市の現状及び課題を踏まえ、鹿島市総合計画に掲げる本市の

将来像を実現するため、鹿島市住生活基本計画の基本理念を以下のように定めます。 

 

「みんなが住みやすく、暮らしやすいまち」 
～安全・安心、快適な住環境の実現～ 

 

市民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策を展開するため、基本的な方針に基

づき、３つの視点から３つの目標を次のとおり定めます。さらに、各目標を達成するための施策

について、今後 5 年間において、特に重点的に取り組みを強化・推進する必要のあるものを「重

点事項」として位置づけます。 

 

 視点１ 居住者からの視点  

 

● 目標１ 地域に安心して住み続けられる暮らしの実現             

市民の誰もが、ライフスタイル※やライフステージに応じて、健康で文化的な住生活を営み、

地域に安心して住み続けられるよう福祉施策等との連携のもと、住宅確保要配慮者の入居を拒

まない民間住宅の普及や、公営住宅等の適切な提供により、重層的かつ柔軟な住宅セーフティ

ネットの構築を目指します。 

また、本市の人口は減少傾向にあり、更なる少子・高齢化への進展が予測され、それは、地

域経済に大きな影響を及ぼします。こうした状況に歯止めをかけ、コミュニティの再生と人口

増による地域活性化を図るため、良好な住環境の整備を図り、定住人口の増加を目指します。 

  

【重点事項】 

・住宅確保要配慮者の入居を拒まない民間賃貸住宅の普及 

 ・市営住宅跡地を活用した本市への定住促進 
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 視点 2 住宅ストックからの視点  

 

● 目標２ 次の世代まで引き継ぐことができる質の高い住宅ストックの形成 

 

住まいは、人生の大半を過ごす、生活の基盤となる空間であることから、安全で快適な質の

高いものである必要があります。 

 

このため、住まいづくりに必要な情報提供や相談体制の充実を図るとともに、住宅の耐震化

等、住宅の質の向上を目指します。 

また、関係機関との連携による空き家の有効活用の取り組みにより、ライフステージに応じ

た多様な住宅が円滑に供給できることを目指します。 

 

【重点事項】 

・既存建築物の耐震化の促進 

・空き家対策の促進 

 

 視点３ 地域からの視点  

 

● 目標３ 歴史・文化を活かした魅力ある住まいと災害に強いまちづくり          

 

生活にゆとりと豊かさをもたらす恵まれた自然、地域で受け継がれてきた美しい町並み、農

山村における古民家等の貴重な景観資源等を次世代の子どもたちへと引き継ぐため、地域住民

が主体となった魅力ある地域づくりを目指します。 

また、近年大規模な自然災害が発生しており、安全・安心についてのニーズが高まる中、関

係機関と連携し、自然災害に備えた防災、減災対策を行います。 

 

【重点事項】 

・空き家対策の促進〔再掲〕 

・自然災害等に備えた防災・減災対策の推進 
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第３章 目標を達成するための施策と成果指標 

１．施策                         

基本理念である「みんなが住みやすく、暮らしやすいまち」を目指して、２つの目標にそれ

ぞれ２つの「基本的な施策」を位置づけ、さらに、より実効性の高いものとしていくための具

体的取り組みを定めた「施策の展開」を掲げています。特に重点的に取り組みを強化・推進す

る必要のあるものは【重点事項】と位置づけています。 

 

 目標１  地域に安心して住み続けられる暮らしの実現 

 

基本的な施策［１］ 

住宅の確保に特に配慮を要する者の安定した暮らしを支える住まいの確保  

 

《施策の展開》 

▼住宅確保要配慮者の入居を拒まない民間賃貸住宅の普及 【重点事項】 

 

○  住宅確保要配慮者の入居を拒まない民間賃貸住宅の普及を促進するため、住宅関連事業

者や福祉事業者等の民間事業者との連携を図ります。 

 

▼公営住宅の適切な提供と新たな活用の推進 

 

○  入居者のみならず、地域の需要に応じた公営住宅等長寿命化計画※の見直しを行います。

また、その計画に基づき、既存の公営住宅の改修工事を適切に行い、維持保全と有効活用

を図ります。 
 

○  市は、震災等の災害発生時に住まいを失った被災者に対し、公営住宅や定住促進住宅を

迅速に提供できるよう、県と連携した実効性のある体制整備に取り組みます。 

 

▼市営住宅跡地を活用した本市への定住促進 【重点事項】 

 

○  市営住宅の再生に伴い、今後効率的な管理が困難となる団地や、既に除去され、空き地

となっている団地は、その用途を廃止し、本市への定住促進対策の一環として売却します。 
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● 成果指標 

指       標 現  状 目  標 

住宅確保要配慮者向け賃貸住宅の登録件数 
令和２年 

 ０件 

令和 7 年 

１０件 

市営住宅等長寿命化計画に基づく住戸改善団地数 
令和２年 

0 団地 

令和 7 年 

４団地 

市営住宅跡地の売却団地数 
令和２年 

2 団地 

令和 7 年 

４団地 

 

 ［市営住宅等改善計画］ 

団地名 建築年度 管理戸数 将来戸数 改善計画 

末光・執行分 H 3～ 5 72 72 内部改修 等 

井 手 分 S47～63 80 80 内部改修 等 

新   方 S54～55 36 36 内部改修 等 

古  枝 H3～7 120 120 内部改修 等 

中  村 H30 40 40    ― 

 

 ［売却対象跡地］ 

団地名 住      所 
敷地面積 

(㎡) 
現状 

売却済 

団地 

長 丁 鹿島市 浜町 1145-1 １，２４１ 売却済（H29～H30） 済 

浜新町 鹿島市 浜町 1334 ９２２ 一部売却開始（H29～）  

城 内 鹿島市 大字高津原 503-1 ６５７ 売却方針の協議  

旭ヶ岡 鹿島市 大字高津原 431-5 ２，７３２ 一部売却開始（H30～）  

小舟津 鹿島市 大字重ノ木 乙 3048-1 １，６８１ 居住者あり  

乙 丸 鹿島市 大字中村 2111-1 ２，５７７ 売却済（更地：H29） 済 

※ 八宿住宅（浜町、2,523 ㎡）跡地については市内企業へ駐車場用地として貸出、活用中。 
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基本的な施策［２］  

高齢者や障害者、子育て世帯等の安心な暮らしを支える住まいの普及 

促進や地域での交流などの環境整備 

 

《施策の展開》 

▼地域での生活支援サービスなどの提供推進 

 

○  高齢者や障害者等が可能な限り、住み慣れた地域で自立した日常生活が営むことができ

るように、地域や福祉部局、民間事業者等との連携体制の構築を図ります。 

 

《施策の展開》 

▼ライフステージに応じた多様な住まいの普及 

 

○  子育て世帯や高齢者、障害者等、居住の安定に特に配慮が必要な世帯が安心して地域で

暮らせるように、地域の需要に応じて定住促進住宅※（古枝住宅・中村住宅）への入居を推

進します。 
 

○  高齢者が安心して地域で暮らせるように、本市が行う介護・福祉施策やまちづくりと連

携しながら、地域の需要に応じた住宅の供給を図ります。 

 

〇  本市が都市像として掲げる「みんなが住みやすく、暮らしやすいまち」を目指すために、

ユニバーサルデザイン※化やバリアフリー化を取り入れたまちづくりについて関係部局と

の連携を図ります。 

 

● 成果指標 

指       標 現  状 目  標 

障害者向け・単身向け住戸への入居の推進 
令和２年 

  ８１％ 

令和 7 年 

 １００％ 

定住促進住宅への入居の推進 
令和２年 

８１％ 

令和 7 年 

１００％ 

 

● 注視項目 

・障害者向け及び単身者向け住戸の入居状況の把握 

・定住促進住宅（中村住宅・古枝住宅）の入居状況の把握 
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目標 2  次の世代まで引き継ぐことができる質の高い住宅ストックの形成 
 

基本的な施策［３］適切な耐震化による安全で安心な住まいづくり 

 

《施策の展開》 

▼既存建築物の耐震化の促進  【重点事項】 

 

○  地震による建築物の倒壊から市民の生命・財産を保護するために、本市は、佐賀県耐震

改修促進計画※及び鹿島市耐震改修促進計画※に基づき、市民に対し、既存建築物の耐震診

断や耐震改修の重要性等に関する様々な情報の提供を行います。 
 

○  本市は、佐賀県耐震改修促進計画及び鹿島市耐震改修促進計画に基づき、建築物の耐震

診断、耐震改修の促進に係る県の取り組みを支援しながら、耐震性のない建築物の解消を

目指します。 

 

● 成果指標 

指       標 現  状 目  標 

耐震診断等補助制度の活用件数 
令和２年 

５件 

令和 7 年 

 １５件 

耐震改修補助制度の活用件数 
令和２年 

０件 

令和 7 年 

１０件 

 

● 注視項目 

・県などの住宅相談件数の把握 

 

 

基本的な施策［４］空き家を定住促進の住宅等に活用するなど既存住宅 

の有効活用 

 

《施策の展開》 

▼空き家対策の促進  【重点事項】 

 

○  空き家対策を効果的にかつ効率的に実施するため県や民間事業者との連携を図り、空き

家対策が円滑に推進されるように支援します。 
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○  居住人口の増加を図るため、既存の空き家バンク制度を市ホームページや市報等にて広

く周知し空き家登録物件の増加を図ることで、本市への定住希望者のニーズに対応してい

く住宅情報体制を構築します。 

 

● 成果指標 

指       標 現  状 目  標 

空き家バンクへの登録件数 
令和２年 

８９件 

令和 7 年 

１２０件 

空き家バンク制度を活用した成約件数 
令和２年 

４１件 

令和 7 年 

６０件 

 

● 注視項目 

・民間事業者などとの連携による空き家の状況把握 

 

目標 3  歴史・文化を活かした魅力ある住まいと地域づくり 
 

基本的な施策［５］鹿島らしい町並みや景観資源に誇りや愛着を持ち、 

地域に住み続けることができるまちづくり 

 

《施策の展開》 

▼鹿島らしい町並みや美しい景観等を活かしたまちづくりの促進 

 

○  県等と連携し、地域住民、建物所有者、CSO 等の協力・協働による、鹿島らしい歴史や

文化を継承してきた旧街道沿い等のまちなみ再生や、美しい景観・集落等を活かしたまち

づくりを促進し、これまで受け継がれてきた地域の人々の絆やつながりを大切にします。 
 

○  県等と連携し、景観法等に基づいた鹿島らしい景観形成や、街なみ環境整備事業等によ

る街なみ保全の取り組みを促進します。 
 

○  県等と連携し、建築協定や鹿島市立地適正化計画※・鹿島市歴史的風致維持向上計画※等

を活用した魅力的なまちづくりを促進します。 
 

○  町並み景観保全の取り組みとして、空き家対策を効果的にかつ効率的に実施するため県

や民間事業者との連携を図り、空き家対策が円滑に推進されるように支援します。 
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街なみ環境整備事業による街なみ保全【肥前浜宿・祐徳門前地区】 
 

肥前浜宿・整備前               整備後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    祐徳門前・参道南側地区の現況          修景イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

《施策の展開》 

▼自然災害等に備えた防災・減災対策の推進  【重点事項】 

 

○  「鹿島市国土強靭化地域計画※」に基づき、大規模自然災害等に平時から備え、『強さ』

や『しなやかさ』を持った安全・安心な地域・経済社会を構築するため、施策の総合的、

計画的に推進します。 
 

○  「鹿島市地域防災計画※」に基づき、地域に係る防災に関して、市及び防災関係機関並び

に市民の役割を明らかにし、災害予防・災害応急対策及び災害復旧・復興について必要な

対策を図るとともに、市民の生命・身体及び財産を災害から保護し、被害を軽減するため

に総合的かつ計画的な推進を行います。 
 

○  全行政区で作成をしている鹿島市防災マップ（令和２年３月作成）を活用し、地域の災

害リスクの再認識を促進します。 
 



鹿島市住生活基本計画  

~ 26 ~ 
 

 

○  地すべりなど特に危険が予想される地域においては、県の「がけ地近接等危険住宅移転

促進事業」を活用し、防災・減災を促進します。 

 

● 成果指標 

指       標 現  状 目  標 

空き家バンクへの登録件数〔再掲〕 
令和２年 

８９件 

令和 7 年 

１２０件 

空き家バンク制度を活用した成約件数〔再掲〕 
令和２年 

４１件 

令和 7 年 

６０件 

がけ地近接等危険住宅移転促進事業の活用 
令和２年 

１件 

令和 7 年 

３件 

 

● 注視項目 

・民間事業者などとの連携による空き家の状況把握 

・土砂災害（特別）警戒地域の住宅の状況把握 
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第４章 計画の推進にあたって 

１．各主体のネットワークの構築              

 

本計画を実効性のあるものにするためには、市民、住宅関連等の事業者、県及び本市が、それ

ぞれの立場で協力して行動することが大切であることから、各主体間のネットワークを基礎と

して、計画の推進に係る意見交換・協議の場を設けるなど、総合的に取り組んでいきます。 

 

２．それぞれの役割                    

 

（１）住まい手（市民） 

住まい手は、住みやすく、暮らしやすいまちの実現のために、地域活動等への参加を通じ

て、住みよい環境を作り出していくことが必要です。 

 

（２）事業者 

住宅関連事業者は、住まい手のニーズを的確につかみ、住宅の品質や性能等を十分に確保

した住宅供給を行うとともに、適切なサービスと情報提供を行うことが求められます。 

 

（３）県 

県は、「住まい手」、「ＣＳＯ」、「事業者」、「市町」の意見を聞きながら、豊かな住生活の実

現を目指して、住宅施策の方向性を明確に示すとともに、各主体が役割に沿った取り組みを

進めることができるよう、制度や仕組みづくりなどの環境整備を重点的に行うことが望まれ

ます。 

 

（４）市 

市は、地域の住宅施策を総合的に進めるため、施策の方向性を示す基本的な計画として、

地域の実情に応じた住生活基本計画を策定し、地域に根ざした施策を展開していきます。 

 

３．関係部局間の横断的連携と協働             

 

住生活を取り巻く環境が一層厳しくなる中、市民の誰もが安心して心豊かに暮らすことがで

きるよう、住宅行政部局が個別に施策を展開するのではなく、福祉、まちづくり、地方創生など、

各行政部局との連携をより一層強化しながら、協働により目標の達成を目指します。 
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４．計画のフォローアップの実施              

 

計画の推進にあたり、県や庁内各課との連携のもと、各施策を総合的に推進し、施策の進捗状

況等の点検・評価を行いながら、必要に応じて施策の見直し等を行います。 
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第５章 公営住宅の供給計画 

１．公営住宅をめぐる現状                 

 

本市における令和元年度末の公営住宅※の管理戸数は、５２１戸(市営住宅３１１戸、県営住宅

２１０戸）となっています。 

 

［公営住宅の管理戸数］ 

住宅名 所在地 建設年度 構造種別 管理戸数 

旭ヶ岡 鹿島市 大字高津原 431-5 S25 木 造 平 屋 建 1 

中川 鹿島市 大字重ノ木 乙 3111-2 S45 簡易耐火 2 階建 12 

小舟津 鹿島市 大字重ノ木 乙 3048-1 S33 木 造 平 屋 建 2 

執行分 鹿島市 大字納富分 3258-1 H 2～H 5 中層耐火 3 階建 36 

末光 鹿島市 大字納富分 甲 167-1 H 4～H 5 中層耐火 3 階建 36 

井手分 鹿島市 大字納富分 4885-1 S47～S63 簡易耐火 2 階建 80 

琴渕 鹿島市 大字納富分 2793 S27 木 造 平 屋 建 1 

浜新町 鹿島市 浜町 1334 S30 木 造 平 屋 建 1 

西峰 鹿島市 大字高津原 980-1 

S37 木 造 平 屋 建 1 

S38～S40 簡 易 耐 火 平 屋 建 60 

S42～S43 簡易耐火 2 階建 20 

西牟田 鹿島市 大字高津原 3302 S53 簡 易 耐 火 平 屋 建 5 

新方 鹿島市 浜町 349-1 S54～S55 中層耐火 3 階建 36 

中村 鹿島市 大字中村 1993-1 H30 中層耐火 5 階建 20 

合計 311 
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［市内にある県営住宅の管理戸数］ 

住宅名 所在地 建設年度 構造種別 管理戸数 

新方 鹿島市 浜町 302-4 S54～S55 中層耐火 3 階建 36 

浜町 鹿島市 浜町 1412 S58～S60 中層耐火 4 階建 56 

重ノ木 鹿島市 大字重ノ木 乙 3052-1 H 4～H 6 中層耐火 3,4 階建 62 

西牟田 鹿島市 大字高津原 3491 S62～H 3 中層耐火 4 階建 56 

合計 210 

 

参考：［定住促進住宅の管理戸数］ 

住宅名 所在地 建設年度 構造種別 管理戸数 

古枝 鹿島市 古枝 甲 956-2,甲 956-17 H2･H6 中層耐火 5 階建 120 

中村 鹿島市 大字中村 1993-1 H30 中層耐火 5 階建 20 

   合計 140 

 

 

 計画期間の令和 7 年の人口の将来見通しは、鹿島市人口ビジョンから鹿島市独自推計を参照

に、２６，８７０人とします。 

 

参考［人口の将来見通し］                         （単位：人）                              

 実績値 推 計 値 

平成 22 年

(2010 年) 
平成 27 年 

令和 2 年

(2020 年) 
令和 7 年 

令和 12 年

(2030 年) 
令和 17 年 

令和 22 年

(2040 年) 

社人研推計 

30,720 

29,253 27,881 26,489 25,115 23,751 22,314 

佐賀県設定値 29,252 28,021 27,011 26,240 25,464 24,757 

鹿島市独自推計 29,252 28,021 26,870 25,813 24,806 23,922 

 （内閣官房まち・ひと・しごと創生本部提供資料を基に鹿島市作成） 
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71.4%

5.3%

4.1%

5.3%

4.9%

1.7%
1.2%

6.1%

Ⅰ階層 Ⅱ階層 Ⅲ階層 Ⅳ階層 Ⅴ階層 Ⅵ階層 Ⅶ階層 Ⅷ階層

 

（１）低額所得世帯の割合の増加と入居期間の長期化 

市営にある公営住宅入居世帯※の収入の状況を見ると、最も低い収入区分※、Ⅰ階層（月額収入

１０４，０００円以下）の世帯が全体の７６．１％を占めています。 

さらには、公営住宅の入居者状況について、入居期間が１０年以上の世帯が約７０％を占めて

おり、その中でも３０年以上の世帯が２４．７％を占めています。 

 

◆公営住宅入居世帯の所得階層割合（令和２年３月３１日時点） 

 

【入居者の収入区分】 

収入 

区分 

月額収入 

下限値 上限値 

Ⅰ階層 0 円 104,000 円 

Ⅱ階層 104,001 円 123,000 円 

Ⅲ階層 123,001 円 139,000 円 

Ⅳ階層 139,001 円 158,000 円 

Ⅴ階層 158,001 円 186,000 円 

Ⅵ階層 186,001 円 214,000 円 

Ⅶ階層 214,001 円 259,000 円 

Ⅷ階層 259,001 円 － 

 

 

資料：都市建設課 

 

◆公営住宅入居世帯の居住年数割合（令和２年３月３１日時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：都市建設課 

15.5%

12.7%

9.2%

13.5%

12.0%

12.4%

24.7%

0～5年未満

5～10年未満

10～15年未満

15～20年未満

20～25年未満

25～30年未満

30年以上

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%
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（２）入居世帯の高齢化の進展 

公営住宅に居住する入居者（賃貸契約者）の年齢をみると、６０歳以上の高齢者が約６０％を

占め、高齢化の進展が予測されます。 

 

◆公営住宅における入居者年齢の割合（令和２年３月３１日時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：都市建設課 

（３）老朽化の進行 

公営住宅の建設年度別に分類すると、建設戸数は、平成３年から平成５年が最も多くなってい

ます。建設後４０年以上を経過した住宅は約６割を占め、老朽化が進んでいます。 

 

◆公営住宅における建設年度別・構造別建設戸数（令和２年３月３１日時点：３１１戸） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：都市建設課 
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0

0.8%

6.8%

14.3%

17.9%

25.9%

17.1%

13.9%

3.2%

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70～79歳

80～89歳

90～99歳

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

建築後 40 年以上経過：193 戸（62.1％） 

■ 木造平屋建 ■ 簡易耐火平屋建 ■ 簡易耐火 2 階建 ■ 中層耐火 3 階建 ■ 中層耐火 5 階

建 
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２．公営住宅の今後の役割                  

 

多様な住宅確保要配慮者への住まいの提供 

多様な住宅確保要配慮者に対して、健康で文化的な住生活を送ることができるよう、地域の福

祉やまちづくりの施策と緊密な連携を図るとともに、住宅セーフティネットの中核として、低廉

な家賃で適切に住まいを提供します。 

 
 

  

○市場において自力では適切な生活を確保することが困難な低額所得世帯 

○市場では市民の多様な居住ニーズに配慮された住宅が十分に供給されず、入居制限を受け 

やすい高齢者、障害者、子育て世帯等の世帯 

○被災者、ＤＶ※被害者などの一時的かつ緊急に住宅を必要とする世帯 

 

３．公営住宅の今後のあり方                 
 

公営住宅の供給等における市の今後 5 年の主な役割 

人口減少、少子・高齢化が進行する中、住宅確保要配慮者も多様化しているため、公営住宅の

供給については、これまでの「量の確保」から、地域の福祉やまちづくりの施策と緊密な連携を

図りながら、地域の住宅需要に対してきめ細やかに対応するなど、「生活の質の確保」へと転換

する必要があります。このため、これからの公営住宅は、地域住民の生活に密着した本市が主体

となって役割を担い、住戸の改善など先導的な取り組みを行いながら、公営住宅のセーフティネ

ット機能の向上に努めることが重要です。 

 

４．公営住宅の供給の目標量                 

 

（１）公営住宅の供給目標量の考え方 

公営住宅の供給の目標量設定にあたっては、市内における多様な住宅困窮者の居住の状況、民

間賃貸住宅の需給、市場の家賃状況など、さまざまな住宅事情を分析し、これを踏まえて、公的

な支援により居住の安定確保を図るべき世帯（住宅確保要配慮者）の数を的確に把握します。 

公営住宅の供給の目標量は、既存公営住宅の戸数から老朽化により新規入居募集を行ってい

ない戸数を差し引いたものとし、居住の安定確保を図るべき世帯に対し、供給が必要な戸数を設

定します。 

 

住宅確保要配慮者 
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（２）公営住宅の供給目標量の算定 

前述の「公営住宅の供給目標量の考え方」に基づき、公営住宅による住宅確保要配慮者に対し、

新規に入居可能な戸数を確保するという観点から、公営住宅の供給目標量（令和７年度時点で算

定）を以下のとおり設定しました。 
 

計画期間における公営住宅の供給目標量の考え方 

需要 
令和７年度時点の住宅 

確保要配慮者世帯 
490 世帯  490 戸 

令和 7 年度時点で供給

する公営住宅等 
供給 

  

 

     

 

 

 

現在公営住宅に居住している

世帯で目標年度(R7 年度)に

おいても継続して入居が必要

な世帯 

410 世帯 

 
 

 

対 

応 
 

 

 

 

 

既存公営住宅の将来供給 

戸数 

 

482 戸 

今後 5 年間に新たに生じる自

力では住宅を確保することが

困難であり、公的な支援が必

要とされる民間賃貸住宅等に

入居している世帯 

80 世帯 

 

  

 民間賃貸住宅※戸数 ８戸 

（P45~46 資料編：StepⅠ~Ⅲ）  

   … R2.4 月現在の市営・県営住宅の入居世帯数から今後 5 年間で退去する世帯数を 

除いた数（500 世帯－90 世帯：推計） 

   … R7 年度の住宅確保要配慮者世帯数（490 世帯：推計） 

   … R7 年度の既存公営住宅の供給可能戸数（482 戸：推計） 

… 新たなセーフティネット制度の登録住宅の活用（8 戸：推計） 
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５．既存公営住宅の供給計画                 
 

既存公営住宅の整備についての基本方針は、住宅セーフティネット制度の活用に伴う新たな

供給と需要のバランスを考慮しながら、適切な改善により長寿命化が可能な団地については改

良を施し、著しく老朽化が進行した団地や、小規模団地のため効率的な管理が難しい団地につい

ては用途廃止※を図ります。 

 

● 市営住宅 

団 地 名 
建 築 

年 度 

管 理 

戸 数 

将 来

戸 数 
具 体 的 施 策 

旭 ヶ 岡 S25 1 1 用途廃止 定住促進宅地として売却 

中  川 S45 12 6 〃 現入居者退去後、用途廃止→売却 

小 舟 津 S33 2 2 〃 現入居者退去後、用途廃止→売却 

琴  渕 S27 1 1 〃 現入居者への払い下げ検討 

浜 新 町 S30 1 0 〃 定住促進宅地として売却 

西  峰 S37～43 81 49 〃 現入居者退去後、用途廃止→売却 

末光・執行分 H3～5 72 72 維持管理 内部改修等 

井 手 分 S47～63 80 80 〃 内部改修等 

西 牟 田 S53 5 5 〃 現入居者への払い下げ検討 

新  方 S54～55 36 36 〃 内部改修等 

中 村 H30 20 20 〃 H31.2 竣工（H31.3 運営開始） 

合  計 311 戸 272 戸   

 ※ 用途廃止予定の団地（西峰団地等）については、既入居者の状況・意向を十分に考慮 

した方策により、適切な住居（公営住宅又は地域優良賃貸住宅※等）への住み替えを促 

します。 

※ 将来戸数は、令和７年度見込み戸数として推計する。 
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● 県営住宅 

団 地 名 
建 築 

年 度 

管 理 

戸 数 

将 来 

戸 数 
具 体 的 施 策 

新 方 S54～55 36 36 維持管理 内部改修等 

浜 町 S58~S60 56 56 〃  〃 

重 ノ 木 H4 ~ H6 62 62 〃  〃 

西 牟 田 S62～H3 56 56 〃  〃 

合  計 210 戸 210 戸   

 

● （参考）定住促進住宅 

団 地 名 
建 築 

年 度 

管 理 

戸 数 

将 来 

戸 数 具 体 的 施 策 

古 枝 H2～6 120 120 維持管理 内部改修等 

中村(地優賃) H30 20 20 〃 H31.2 竣工（H31.3 運営開始） 

合  計 140 戸 140 戸   

 

巻 末 

 資 料 編 

 

１．佐賀県住生活基本計画見直しに係る県民アンケート調査結果 
     

２．佐賀県住生活基本計画見直しに係る「50 代以上」 
県民アンケート調査結果 

 
３．公営住宅の供給目標量の算定基礎データ 
 
４．用語の解説 
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１．佐賀県住生活基本計画見直しに係る県民アンケート調査結果 
 

 

【調査概要】・実施時期：平成 28年 1月 

・実施方法：郵送による配布・回収 

・対  象：20 歳以上の県民から無作為抽出 

・配 布 数：3,200 票 

・回 収 数：1,237 票（回収率 38.7％） 

 

【調査結果（主な設問の抜粋）】 

■将来的には、どのような住宅に住むのが理想だとお考えですか。（○は 1 つ）N=1,237 

 年齢別でみると、年齢が若くなるにつれて「持ち家」を希望する割合が高くなる傾向にあり、

20～39 歳では 87.4％となっています。 

 

 

■持ち家に住み替えるとしたら、新築と中古のどちらがよいですか。（○は 1 つ）N=902 

 20～39 歳では新築住宅に対する意向が 75.5％と最も高く、年齢が若くなるにつれて高くな

る傾向となっています。 

 

76.6 

87.4 

80.0 

78.7 

72.0 

69.8 

18.1

9.7

15.0

17.0

24.2

23.4

5.3

2.8

5.0

4.3

3.9

6.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=1237）

20～39歳（N=246）

40～49歳（N=201）

50～59歳（N=207）

60～69歳（N=283）

70歳以上（N=291）

持ち家 持ち家以外 無回答

20.5

20.8

16.9

16.9

21.8

25.4

43.2

54.7

45.6

46.9

35.1

33.1

23.1

19.8

26.9

26.9

27.1

15.5

0.7

0.5

2.5

0.5

0.2

0.6

0.6

4.3
1.9

3.8

3.1

4.3

8.8

8.0

2.4

6.3

3.1

11.2

17.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=902）

20～39歳（N=212）

40～49歳（N=160）

50～59歳（N=160）

60～69歳（N=188）

70歳以上（N=181）

どうしても新築 できれば新築
新築でも中古でもかまわない できれば中古
どうしても中古 わからない
無回答
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■住まいにどのようなものを求めますか。（○は 3 つまで）N=1,237 

 住まいに求めるものについて、「安心して暮らせる防犯性能や耐震性能の高い住宅」が 43.1％

と最も高く、次いで「高齢者や障がい者等誰もが快適に暮らせるバリアフリー化された住宅」が

40.8％、「エコ住宅（壁や屋根の断熱・太陽光、エコ給湯、緑のカーテン等）」が 39.6％となっ

ています。 

 

 

■過去 5 年以内に住まいをリフォームした経験はありますか。 

（あてはまるものすべてに○）N=766 

 過去 5 年以内の住まいのリフォーム経験については、「リフォームの経験はない」が 40.3％

と最も高く、次いで「外壁や屋根の老朽化に対応したリフォーム」が 26％、「便所や浴室等の

水廻りの老朽化に対応したリフォーム」が 23.6％となっています。 

 

 

 

 

 

43.1

40.8

39.6

26.1

24.2

12.4

6.0

2.3

0.8

24.7

0% 10% 20% 30% 40% 50%

安心して暮らせる防犯性能や耐震性能の高い住宅

高齢者や障がい者等誰もが快適に暮らせるバリアフリー化された住宅

エコ住宅（壁や屋根の断熱・太陽光、エコ給湯、緑のカーテン等）

収納の多さや使いやすさ

十分な広さや、使いやすい間取り

家族構成が変化しても対応できる増築・減築が容易な住宅

外装、内装のきれいさ

古民家活用や伝統的工法の活用など歴史性のある住宅

その他

無回答

26.0

23.6

10.7

9.3

5.6

1.0

2.1

40.3

10.3

0% 10% 20% 30% 40% 50%

外壁や屋根の老朽化に対応したリフォーム

便所や浴室等の水廻りの老朽化に対応したリフォーム

断熱や太陽光発電などの省エネ化リフォーム

家族の高齢化等に対応したバリアフリー化リフォーム

家族構成の変化に対応した間取りの変更

今後の地震に備えた耐震化リフォーム

その他

リフォームの経験はない

無回答
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■今後の親との住まい方で、どのような住まい方が理想だとお考えですか。（○は1つ）N=1,237 

 年齢別にみると、20～39 歳、40～49 歳では「歩いて行ける所で別居する」が約 30％で

近居意向が高く、50～59 歳では「一つ屋根の下で同居する」が 30.4％と同居意向が高くなっ

ています。 

 

 

■今後の住まいや住まい方について、どのようなものが理想ですか。（○は 3 つまで）N=1,237 

 今後の理想の住まいについては、「住みなれたところに住み続けられること」が 57.5％と最

も高く、次いで「近隣の人間関係が良いこと」が 43.4％、「親や子と同じ地域に住むこと」が

23.6％となっています。 

 

24.1

23.6

22.9

30.4

21.6

23.7

13.2

13.0

20.4

19.8

9.9

7.2

17.6

31.7

27.4

15.9

9.2

8.6

9.8

22.4

14.9

11.1

3.2

1.0

22.6

0.4

4.5

16.9

42.8

36.8

1.5

4.1

2.5

0.5

0.4

0.3

11.2

4.8

7.4

5.4

12.9

22.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=1237）

20～39歳（N=246）

40～49歳（N=201）

50～59歳（N=207）

60～69歳（N=283）

70歳以上（N=291）

一つの屋根の下で同居する

親とは隣どうしや離れ、又は同じマンションの別の住宅に住む

歩いて行ける所で別居する

親とは関係なく住む

親はいない

その他

無回答

57.5

43.4

23.6

21.4

20.8

20.5

18.7

11.4

8.1

7.9

7.8

6.8

0.7

3.6

0% 20% 40% 60% 80%

住みなれたところに住み続けられること

近隣の人間関係が良いこと

親や子と同じ地域に住むこと

持家を所有していること

住宅が丈夫で長持ちすること

メンテナンスの手間や自然エネルギーを使う等コストがかからないこと

住宅ローンや家賃などの住居費の負担が少ないこと

家族等で過ごせる広い部屋があること

住宅が自分の好みにあった間取りや設備に簡単に変えられること

敷地や住宅が広いこと

木をふんだんに使うなど空間に温かみがあること

生活スタイルに合わせて好きなところに住み替えられること

その他

無回答
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■今後、木造住宅で暮らしてみたいと思いますか。（○は 1 つ）N=1,237 

 年齢別でみると、年齢が進むにつれて「思う」が高くなる傾向になっています。 

 

 

■住宅に関する情報を入手したい時、どこから入手しますか。（○は 3 つまで）N=1,237 

 住宅に関する情報の入手方法については、「住宅展示場・ショールーム」が 37.3％と最も高

く、次いで「インターネット」が 34.4％、「新聞・広告」が 32.3％となっています。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

60.1

52.4

55.7

64.3

62.5

64.3

31.6

40.7

37.3

30.9

29.3

22.7

5.2

6.5

6.0

4.3

6.0

3.4

3.1

0.4

1.0

0.5

2.1

9.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=1237）

20～39歳（N=246）

40～49歳（N=201）

50～59歳（N=207）

60～69歳（N=283）

70歳以上（N=291）

思う どちらでも良い 思わない 無回答

37.3

34.4

32.3

24.0

18.5

18.0

15.1

14.2

12.5

8.4

3.7

1.5

0.7

4.7

0.0

4.1

0% 10% 20% 30% 40%

住宅展示場・ショールーム

インターネット

新聞・広告

知人・友人

専門誌・雑誌

知り合いの大工

テレビ・ラジオ

地元の工務店

不動産業者

大手の住宅メーカー

建築設計事務所

セミナー・講習会

サポーター登録建築士

わからない

その他

無回答
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■あなたは今後も、今お住まいの地区で住み続けたいですか。（○は 1 つ）N=1,237 

 年齢別でみると、年齢が進むにつれて「住み続けたい」が高くなる傾向にあり、70 歳以上で

は 85.2％と最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

69.4

47.2

56.2

72.5

79.5

85.2

3.8

6.5

4.5

3.4

3.2

2.1

3.6

6.9

7.0

2.4

1.1

2.1

5.3

7.7

8.5

6.3

3.5

2.1

0.6

0.8

1.5

0.7

14.7

28.9

21.9

13.0

9.5

4.1

2.6

2.0

0.5

2.4

2.5

4.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=1237）

20～39歳（N=246）

40～49歳（N=201）

50～59歳（N=207）

60～69歳（N=283）

70歳以上（N=291）

住み続けたい 市町内の別地区に転居したい 県内の別の市町に転居したい

県外に転居したい その他 わからない

無回答
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２．佐賀県住生活基本計画見直しに係る「50 代以上」県民アンケート調査結果 
 

【調査概要】・実施時期：平成 28年 1月 

・実施方法：郵送による配布・回収 

・対  象：50 歳以上の県民から無作為抽出 

・配 布 数：3,200 票 

・回 収 数：1,351 票（回収率 42.3％） 

 

【調査結果（主な設問の抜粋）】 

■将来、持ち家をどのようにしたいとお考えですか。（○は 1 つ）N=1,066 

 年齢別でみると、年齢が進むにつれて「子世帯などの親族に引き継ぎたい」が高くなる傾向に

あり、後期高齢者では 78.7％となっています。 

 
 

■将来的に、あなたはどのような住まいに住むのが理想だとお考えですか。（○は1つ）N=1,351 

 理想の住まいについては、「自己所有一戸建て（在来木造）」が 50％と最も高く、自己所有、

親の所有、子の所有を含めた「持ち家」が 65.4％、「持ち家以外」が 26.4％となっており、持

ち家以外では「サービス付き高齢者向け住宅」の割合が高くなっています。 

 

71.4 

67.0 

71.3 

78.7 

6.4 

6.8 

7.2 

4.9 

1.5 

2.3 

1.1 

1.5 

2.3 

1.5 

15.5 

18.7 

15.2 

10.9 

2.7 

3.1 

2.0 

2.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=1056）

予備軍（N=439）

前期高齢者（N=349）

後期高齢者（N=267）

子世帯などの親族に引き継ぎたい 売却したい

貸したい 住宅以外に転用して使いたい

転居して空き家のまま所有したい その他

特になし 無回答

50.0 

5.7 

4.0 

5.3 

0.4 

1.0 

2.2 

13.5 

8.3 

1.4 

8.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自己所有一戸建て（在来木造）

自己所有一戸建て（プレハブ等）

自己所有マンション

子の所有の一戸建て

子の所有マンション

賃貸一戸建て

賃貸アパート・マンション

サービス付き高齢者向け住宅

老人ホームなどの施設

シェアハウス

無回答
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■あなたは「サービス付き高齢者向け住宅」の入居に関心がありますか。（○は 1 つ）N=1,351 

 「サービス付き高齢者向け住宅」の入居への関心度については、「入居したくない」が 40.9％

と最も高く、次いで「条件が合えば入居したい」が 39.2％、「是非入居したい」はわずか 1.5％

となっています。 

 

 

■将来、見守りや介護が必要となった場合、どのようにお考えですか。（○は 1 つ）N=1,351 

 年齢別でみると、年齢が進むにつれて「家族の支援や在宅サービスを受けながら、今の住宅に

住み続けたい」、「必要に応じて福祉施設等に通所しながら、今の住宅に住み続けたい」が高くな

る傾向となっています。一方、年齢が若くなるにつれて「サービス付き高齢者住宅に住み替えた

い」、「老人ホームなどの介護や医療が整った施設に入所したい」が高くなる傾向となっています。 

 

 

 

 

 

 

1.5 

39.2 

40.9 

6.6 

11.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

是非入居したい

条件が合えば入居したい

入居したくない

その他

無回答

22.4 

18.7 

21.4 

29.5 

33.8 

30.3 

35.9 

38.2 

13.6 

18.7 

14.0 

4.3 

18.5 

20.5 

17.8 

15.7 

8.3 

8.9 

7.8 

8.0 

3.4 

3.0 

3.1 

4.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=1351）

予備軍（N=595）

前期高齢者（N=421）

後期高齢者（N=325）

家族の支援や在宅サービスを受けながら、今の住宅に住み続けたい

必要に応じて福祉施設等に通所しながら、今の住宅に住み続けたい

サービス付き高齢者住宅に住み替えたい

老人ホームなどの介護や医療が整った施設に入所したい

その他

わからない

無回答
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■今お住まいの地域で住み続ける上での不安は何ですか。（○は 2 つまで）N=1,351 

 現在の住まいの地域で住み続ける上での不安については、「特になし」を除くと、「地域に子ど

もや若年世帯が少なく将来の地域の担い手がいない」が 28.2％と最も高く、次いで「近所づき

あいが少なくなり助け合いの精神が希薄になっている」が 26.6％となっています。 

 

 

■高齢者が安心して暮らせるためには、今後どのようなことを重視すべきとお考えですか。 

（○は 2 つまで）N=1,351 

 高齢者の暮らしにおいて重視すべき点については、「生活支援サービスがあり、在宅で安心し

て住み続けられる仕組み」が 45.2％と最も高く、次いで「住まいや福祉サービスに関する情報

が一括で取得できる仕組み」が 25.4％、「子世帯が地域に住み続けて同居・近居・隣居できる仕

組み」が 24％となっています。 

 

28.2 

26.6 

6.7 

5.2 

5.7 

36.4 

11.8 

0% 10% 20% 30% 40%

地域に子供や若年世帯が少なく将来の地域の担い手がいない

近所づきあいが少なくなり助け合いの精神が希薄になっている

自治会などの地域活動が少なくなってきている

祭りなどの住民間の交流の機会が少なくなってきている

その他

特になし

無回答

45.2 

25.4 

24.0 

22.9 

20.8 

14.2 

2.1 

6.2 

6.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

生活支援サービスがあり、在宅で安心して住み続けられる仕組み

住まいや福祉サービスに関する情報が一括で取得できる仕組み

子世帯が地域に住み続けて同居・近居・隣居できる仕組み

高齢者対応の住宅改修などに対する費用への支援

気軽に集まってお茶を飲んだり話ができる場の確保

地域にもっと若い世帯が住める仕組み

その他

特になし

無回答



StepⅠ 【住宅確保要配慮者世帯数の算定】
（令和2年4月1日現在）

500世帯

◎公営住宅継続入居希望世帯数 （単位：戸・世帯）

区分 管理戸数 世帯数

市営住宅 311 290
県営住宅 210 210

計 521 500

90世帯

◎退去世帯数〔令和7年度見込〕 （単位：戸）

区分 供給戸数 空家戸数

市営住宅 272 36

県営住宅 210 54

計 482 90

410世帯

80世帯

◎平成30年度住宅利用形態別戸数 （単位：戸）

①持家 ②民営借家 ③公営住宅 ④社宅等 計

6,880 1,780 540 130 9,330
78 ← 最低居住水準未満世帯1,780戸×4.4%

◎令和7年度住宅利用形態別戸数 （単位：戸）

①持家 ②民営借家 ③公営住宅 ④社宅等 計

6,549 1,832 520 150 9,051
80 ← 新規支援戸数 資料：住宅・土地統計調査

①持家 ：統計調査の趨勢より推計 ◎最低居住水準未満世帯割合

②民営借家 ：統計調査の趨勢より推計 年度 全国 佐賀

③公営住宅 ：管理戸数 県営(210戸) 平成15年度 4.2% 2.6%
　　　　 ＋市営(310戸) 平成20年度 6.7% 2.3%

④社宅等 ：統計調査の趨勢より推計 平成25年度 7.1% 3.9%
平成30年度 7.1% 4.4%

資料：住宅・土地統計調査

世帯数＝入居募集を停止している住宅の空

き家を除いた戸数

① 継続して居住の安定確保を図るべき世帯数

摘　　　　要

④ 公的支援により新たに居住の安定確保を図るべき世帯数

③ 目標年度においても継続して居住の安定確保を図るべき世帯数（①－②）

摘　　　要

空家発生率 2.2%×6か年

空家発生率 4.3%×6か年

② 目標年度までに退去する世帯数

３． 公営住宅の供給目標量の算定基礎データ
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算定手法 ：鹿島市の令和7年度における、公営住宅による公的支援等が必要な

　世帯数は、前計画で算定した推計手法を参考に設定。具体的には、

　民営借家世帯のうち最低居住水準未満の世帯数を推計。

490戸

StepⅡ 【住宅確保要配慮者へ供給可能な既存公営住宅戸数の算定】

482戸

◎公営住宅維持管理戸数〔令和7年度までの見込〕 （単位：戸）

区分 管理戸数 供給戸数

市営住宅 311 272

県営住宅 210 210

計 521 482

482戸

StepⅢ 【住宅確保要配慮者世帯への住戸の供給目標量の算定】

490世帯

482戸

8戸

482

8

490

⑥ 既存公営住宅の供給可能戸数（再掲）　

既存供給戸数

必要供給戸数
対応

住宅確保要配慮者世帯数

供給総戸数 490

⑤ 住宅確保要配慮者世帯数（再掲）

⑥ 既存公営住宅の供給可能戸数（再掲）

⑦ 既存ストックの不足戸数（⑤－⑥）

⑥ 既存公営住宅の供給可能戸数　

摘　　　要

既に入居募集停止中の住戸：21戸

新規に入居募集を停止する住戸：18戸

↳ 退去戸数見込(3戸/年×6年＝18戸)

⑤ 住宅確保要配慮者世帯数（③+④）
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４．用語の解説 

 

あ行                                             

空き家特別措置法 

  空き家や適切な管理が行われていない空き家は、その地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼして

いると考えられ、「特定空き家等」と確定され、行政が所有者等へ改善を求める助言や指導、勧告、

命令等の措置を行うこと。 

 

空き家バンク制度 

鹿島市内に存する空き家に関する登録及び鹿島市への定住等を目的として、空き家の利用を希望す

る者に関する登録制度を通して、空き家の所有者等及び空き家利用希望登録者に対して情報を提供す

る仕組み。 

 

エコ住宅 

自然エネルギー、高効率な設備等の利用により、環境に負荷をかけない方法で建てる住宅。 

 

か行                                             

鹿島市国土強靭化地域計画 

  近年の災害発生リスクの高まりから、大規模自然災害等に平時から備え、安全・安心な地域・経済

社会を構築するための国土強靭化に関する計画。 

 

鹿島市住生活基本計画 

  本市における住宅政策の方向性、重点的に推進する施策、推進方法を示し、地域に根ざした住  

まい、まちづくりの指針とする計画。 

 

鹿島市総合計画 

  鹿島市の将来像やそれを実現するためのまちづくりの基本的な方向性を明らかにしたもので、市の

すべての活動の根拠となる最上位の計画。 

 

鹿島市耐震改修促進計画 

建築物の耐震改修の促進に関する法律及び国の基本方針に基づき、建築物の耐震診断及び耐震改修

の促進を図るための計画。 

 

鹿島市地域防災計画 

  市民の生命、身体及び財産を災害から保護し、被害を軽減するため、本市の地域に係る防災に関

し、災害予防、災害応急対策及び災害復旧・復興について必要な対策の基本を定めた計画。 

 

鹿島市立地適正化計画 

  全国的に人口減少・少子高齢化が進む中、居住や都市機能の適正な誘導を図ることで、一定の人口

密度を維持しながら、コンパクトなまちづくりと地域公共交通の確保を図り、持続可能なまちづくり
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を進めていくための計画。 

 

鹿島市歴史的風致維持向上計画 

  地域における固有の歴史及び伝統を反映した人々の活動と、その活動が行われる歴史上価値の高い

建造物及びその周辺の市街地とが一体となって形成してきた良好な市街地の環境を守るための計画。 

 

公営住宅 

公営住宅法に基づき地方公共団体が建設、買取り又は借上げを行い、住宅に困窮する低所得者へ低

廉な家賃で賃貸する住宅。 

 

公営住宅等長寿命化計画 

既存の公営住宅等（公営住宅等ストック）の適切な維持管理・運営（マネジメント）を行うための

計画。適切な点検、修繕、データ管理等を行い、公営住宅等の状況や公営住宅等に対する将来的な需

要見通しを踏まえた各団地のあり方を考慮した上で効率的・効果的な団地別・住棟別の事業方法を選

定するとともに、長寿命化のための事業実施予定一覧を作成することにより長寿命化に資する予防保

全的な管理や改善を計画的に推進しライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の縮減等をめざすことを目的と

している。 

 

公営住宅入居世帯 

公営住宅法に定める収入以下の低額所得者等で公営住宅に入居している世帯。 

 

高齢者住まい法 

「高齢者の居住の安定確保に関する法律」の略称で、平成 23 年の改正により、高齢者向け優良賃

貸住宅（高優賃）の認定制度と高齢者円滑入居賃貸住宅（高円賃）・高齢者専用賃貸住宅（高専賃）

の登録制度が廃止され、新たに「サービス付き高齢者向け住宅制度」が創設された。高齢者の居住 

の安定の確保を図り、もってその福祉の増進を図るための法律。 

 

国勢調査 

行政の基礎資料を得るために、一定の時期に一定の場所で人口の動勢並びにこれに関する諸種の状

態を全国一斉に調査したもの。5 年ごとに行われ、平成 22 年が最新の調査となっている。 

 

さ行                                             

佐賀県住生活基本計画 

  本県では「豊かな住生活の実現を目指して」を基本理念として、県民の住生活の安定の確保と向上

の推進に関する基本的な計画であり、住生活基本法に基づく都道府県計画としての位置づけ。 

 

佐賀県総合計画 

将来（10 年後）の佐賀県の姿を見据え、その実現に必要な 4 年間の方策を明らかにし、これから

の県政運営の基本となる計画。 
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佐賀県耐震改修促進計画 

  県内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための佐賀県の計画。 

 

住生活 

国民生活のうち、住むことに関すること。いわゆる国民生活の三要素である「衣食住」の「住」に

係るものであり、住宅そのもののみならず、自然災害に対する安全性やコミュニティの形成等の地域

における住環境の形成、交通サービスや福祉サービス等の居住サービスを含んでいる。 

 

 

住生活基本計画（全国計画） 

「住生活基本法」に基づき、国民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する目標や基本的な施

策などを定め、目標を達成するために必要な措置を講ずるように務めることとした計画。 

 

住生活基本法 

国民の豊かな住生活の実現を図るため、住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策につい

て、その基本理念、国等の責務、住生活基本計画の策定その他の基本となる事項について定めた法

律。 

 

住宅確保要配慮者 

低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子どもを育成する家庭その他、住宅の確保に特に配慮を要

する者。「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の共給の促進に関する法律」に規定される。 

 

住宅すごろく 

  賃貸住宅からスタートし、住宅購入でゴールというこれまでの住宅取得等に対する価値観 

 

住宅ストック 

国内に建築されている既存の住宅のこと。 

 

住宅セーフティネット 

住宅市場の中で独力では住宅を確保することが困難な世帯が、それぞれの所得、家族構成、身体の

状況等に適した住宅を確保できるような様々な仕組みのこと。 

 

住宅・土地統計調査 

住宅や敷地の状況と世帯の居住状態について、総務省統計局により、昭和 23 年以来 5 年ごとに実

施されている調査。平成 10 年より、呼称が「住宅統計調査」から改名された。国勢調査が全数調査

であるのに対し、住宅・土地統計調査は抽出調査である。平成 20 年が最新の調査となっている。 

 

収入区分 

公営住宅法施行令第 2 条第 2 項に位置づけられた家賃算定の基礎となる入居者の収入区分で 8 つに

区分されているもの。 
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省エネ法 

昭和 54 年に制定された「エネルギーの使用の合理化をより一層推進するための法律」の略称で、

燃料資源の有効な利用の確保と建築物等についてのエネルギーの使用の合理化を総合的に進めること

などを目的としており、平成 20 年の改正により、住宅においても住宅事業建築主が新築する一戸建

ての住宅の省エネ性能の向上を促す措置が導入されている。 

 

成果指標 

展開する施策の成果を推し測る目標値。 

 

生活支援サービス 

高齢者が地域で安心して暮らすために必要なサービス。具体的には、見守り、外出支援、買物・掃

除などの家事支援サービスのこと。 

 

セーフティネット 

「安全網」の意。自力では住宅を確保できない世帯に対して、健康で文化的な生活を営むに足りる

住宅が確保されていること。 

 

た行                                             

耐震改修促進法 

「建築物の耐震改修の促進に関する法律」の略称。地震による建築物の倒壊等の被害から国民の生

命、身体及び財産を保護するために、建築物の耐震改修の促進のための処置を講ずることにより建築

物の地震に対する安全性の向上を図り、公共の福祉の確保に資することを目的とした法律。 

 

地域優良賃貸住宅 

高齢者世帯、障害者世帯、子育て世帯等各地域における居住の安定に特に配慮が必要な世帯の居住

の用に供する居住環境が良好な賃貸住宅。 

 

定住促進住宅 

本市の定住を促進するための住宅。古枝住宅や地域優良賃貸住宅として整備している中村住宅を、

定住促進住宅と位置付けている。 

 

は行                                             

パブリックコメント 

政策形成過程において計画等の案などを公表し、広く県民から意見や情報を求め、その過程の公正

の確保と透明性の向上を図るとともに、市政に対する理解と参加を進めるための手続き。 

 

バリアフリー 

住宅等において、高齢者や障害者等の身体特性に配慮して、車椅子で通行可能な廊下の幅員の確

保、床の段差解消、手すりの設置等、様々な建築上の障害を取り除く設計手法。 
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フォローアップ 

計画における施策の推進状況を適切に把握すること（追跡調査）。 

 

ま行                                             

まち・ひと・しごと創生法 

少子高齢化の進展に的確に対応し、人口の減少に歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度

の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保して、将来にわたって活力ある日本社会を維

持していくために、まち・ひと・しごと創生に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための法

律。まち・ひと・しごと創生とは、豊かな生活を安心して営める地域社会の形成、地域社会を担う多

様な人材の確保、地域における魅力ある多様な就業の機会の創生を一体的に推進すること。 

 

や行                                             

ユニバーサルデザイン（UD） 

障がいの有無、年齢、性別、人種等にかかわらず多様な人々が利用しやすいよう都市や生活環境を

デザインする考え方。 

 

用途廃止 

公営住宅としての用途を廃止すること。 

 

ら行                                             

ライフスタイル 

生活様式。衣・食・住をはじめ交際や娯楽等も含んだ暮らしぶり全般を指す。 

 

ライフステージ 

人の一生を少年期・青年期・壮年期・老年期等に分けた、それぞれの段階。 

 

リフォーム 

家族構成や居住形態等にあわせて住宅を改装、増改築すること。 

 

英語表記                                           

ＣＳＯ 

Civil Society Organizations（市民社会組織）の略。ＮＰＯ法人、市民活動・ボランティア団体に

限らず、自治会、老人会、ＰＴＡといった組織・団体も含めた呼称。 

 

ＤＶ 

Domestic Violence の略。「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」における

「配偶者からの暴力」とは、配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にあ

る者を含む）からの身体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。 

 

 


